	ねじ製造業


生産高は、21年に前年比で約３割減と大きく落ち込んだが、22年には国内需要の回復や輸出の増加に支えられて持ち直した。
受注単価は引き続き厳しく、一方で、原材料費、外注加工費の強含み傾向に加えて、品質・精度の検査体制強化のためのコストが増大している。ただし、生産数量は持ち直しているため、収益は厳しいながらやや改善している。

業界概要　

ねじは、ボルト、ナット、リベット、座金（ワッシャー）、木ねじ、小ねじ（ビス）、押しねじ等の種類があり、各種類について、さまざまな形状、サイズ、材質がある。さらに、汎用品（標準品、規格品）の他に受注先の仕様による特注品も多い。

用途は、自動車、電気機器、建設（土木・建築・橋梁等）、鉄道車両、他の各種機器類と幅広い。
大阪地域のねじ業界は、特定用途への偏りは少ないと言われてきたが、現在は自動車や電気機器向けを扱う企業が多い。このため、中堅規模以上の企業では、受注先に近い中部、関東、九州等にも工場や営業拠点を設置している例がみられる。また、中小企業では、これら中堅規模以上の企業の協力工場となったり、商社経由で、自動車向け等を扱う企業が多い。
各社は自社の専門分野に特化して生産しているが、その一方、受注先が求めるねじは多種多様であり、その品種・品目数は前述の通り非常に多い。こうした中、不足の品種・品目を補完するために、製造業者間相互のＯＥＭ生産や協力工場の活用が広く行われている。また、ねじの取引においては、ねじ専門商社や、卸売機能をもつねじ製造業者の果たす役割が大きい。例えば、大口の需要先である自動車メーカーや家電メーカーでは、部品や資材の調達、納期管理を商社に委託するのが一般的であり、このため、特注品であってもねじ製造業者の取引相手はこれらの商社となる例が多い。
平成20年における大阪府内のねじ製造業の事業所数は1,077、従業者数は8,816人、製造品出荷額等は2,018億円で、対全国比はそれぞれ30.7％、20.8％、19.2％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者３人以下を含む全数）。
大阪府は全国有数の産地であり、品目別・都道府県別にみると、20年の産出事業所数は「ボルト、ナット」「リベット」「座金」「木ねじ、小ねじ、押しねじ」で全国第１位、また、出荷額では「ボルト、ナット」「木ねじ、小ねじ、押しねじ」で全国第１位、「座金」は同２位、「リベット」は同３位である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上の事業所）。
大阪地域における業界団体としては、社団法人日本ねじ工業協会関西支部、関西ねじ協同組合（以上、製造業の団体）、大阪鋲螺卸商協同組合（卸売業の団体）がある。製造業の団体と卸売業の団体の双方に加入している企業が少なからずみられ、生産機能と卸売機能をともに保有する企業が多いことを反映している。

工場立地について、府内では東大阪地域が多いが、製造業者の営業拠点やねじ専門商社は大阪市内、とくに西区の九条や立売堀での立地が多い。

生産は持ち直し
全国のねじの生産高の推移をみると、平成20年夏頃までは順調に推移したものの、その後、業況にかげりがみられ、21年は前年比で約３割減と大幅な落ち込みとなった。しかし、22年に入って持ち直し、１～９月では前年同期比４割弱の増加となった（日本ねじ工業協会調べ）。
府内企業へのヒアリングにおいても、全国とほぼ同様の傾向がみられた。21年はほとんどの企業で大幅な生産調整を余儀なくされた。しかし、22年に入って、自動車、家電製品の国内需要が、それぞれ、エコカー補助制度、エコポイント制度によって喚起されたことや、後述のような輸出の増加を背景に生産が伸びたため、各社の受注は持ち直した。
また、建設向けは、国内市場では横ばいの状況にあるが、22年は後述のように海外市場で動きがみられた。
輸出入とも増加
ねじの輸出高は長期的には減少傾向をたどっているが、21年に重量ベースで前年比22.3％減となった後、22年は同39.0％増と回復した。

輸出品は海外の日系工場等で使用されるねじが多い。22年の回復については、海外の日系自動車メーカー等が、円高傾向や海外需要回復の中で、生産を増強したことを反映したものである。
このほか、建設向けでは、22年に入って、日本の大手建設企業が海外（中東）で受注した建設工事で使われる製品の調達を受託した商社からの受注がみられた。

輸入は、20年、21年と前年比で減少となった後、22年は円高を背景に増加に転じた。輸入品は、建設や各種機器類向けの汎用品が多いが、このほか、輸入される自動車や航空機等の補修用ねじ（純正品）もみられる。

設備投資は慎重ながらやや回復

主要設備は、圧造機（線材からねじ頭部を成形）、転造機（金型によってねじ山を加工）であるが、21年は生産が落ち込む中で、これら機械の更新が見合わされるとともに、金型や工具類の新規購入も控えられた。

22年に入って、能力増強投資には依然、慎重な企業が多いものの、古い設備の更新等の投資はやや回復している。
受注先の品質・精度要請のレベルは一層高まる

以上のように生産設備に対する投資には慎重な姿勢がうかがえるが、製品の検査体制強化には力を入れる企業が多い。これは、受注先が要求する品質・精度のレベルが向上しているためであり、過去には問題とならなかった点で、現在はクレームを受けるようになった例もみられる。こうした中、製品の出荷時の検査だけではなく、中間工程の段階でも加工品の各種検査を行う例がみられる。また、海外（タイ）企業に委託生産している企業では、自社独自で検査機器の開発・設計・製造を行い、現地工場での出荷時の検査に加え、日本国内でも再度検査を行っている例がみられる。

以上のように、試験・検査の実施には、多種多様な検査機器を揃える必要があり、品目によっては、電子顕微鏡、Ｘ線装置といった例もみられる。さらに、抜き取り検査ではなく、全品について、機器と人の目視による何重ものチェックを行う例も多く、検査には少なからぬコストと手間がかけられている。
雇用はやや持ち直し

21年には多くの企業で雇用調整が行われたものの、22年に入って、抑制していた新規採用を再開し、欠員を補充するとともに、若干名の増員を行う例がみられた。

採用面では、求人に対して予想以上の応募者があり、より優秀な人材を獲得できるようになったという企業がみられる一方、小規模企業では、求人募集をしているものの、応募者がないという企業もみられた。
収益は厳しいながらやや改善
受注単価をみると、特注品で短納期の場合、受注企業の言い値が通る例があるが、一般的には引き続き厳しく、とくに、大口・長期の契約では値下げ要請を受ける例も少なくない。

一方、コスト面では、ねじ用鉄線等の原材料の価格が、21年に低下したものの、22年に入って再び上昇に転じ、また、熱処理、めっき等の外注加工費も強含みである。このほか、前述のように、品質・精度の検査に必要なコストも高まっている。以上のようにコストは全体として増大しているが、生産数量が持ち直しているため、収益は厳しいながらやや改善している。

なお、受注単価については、特注品から汎用品に切り替えられたことによる厳しさも指摘される。すなわち、液晶テレビ用ねじを扱う企業の場合、当初は比較的単価の良い特注品を受注できる。しかし、同テレビが量産されるようになると、コストダウンのための設計変更が行われ、ねじについては、特注品から汎用品へ切り替えられ、同業者や輸入品との価格競争を強いられるようになるといわれる。
設備や技術を生かしたねじ以外の分野への取組　

当業界では、ねじ製造の設備や、蓄積した技術を活用して、ねじ以外の分野に取り組む例が従来よりみられてきた。最近では、ハイブリッド車や電気自動車の電池関連の部品、携帯電話の端子等のマイクロ部品等の生産、新しい材質の歯列矯正ワイヤーの開発といった例がみられる。

今後の見通し

22年秋以降、受注にやや一服感がみられる。先行きは慎重な見通しの企業が多いが、主力の自動車向けではハイブリッド車や電気自動車等に関連した受注、家電製品では太陽光発電等、環境エネルギー関連での受注が、それぞれ見込まれる等、明るい材料はみられる。　　

このほか、円高が進み、海外の日系工場の生産が強含みとなる中、これら工場向けの堅調な輸出も期待される。日系工場向け輸出については、部品類の現地調達による伸び悩みも懸念されるが、ねじの品種・品目数の多さや、特注品も少なくないことから、日本からの輸出が必要な製品も多いと予想される。

（松岡　信明）
　　　　　　　[image: image1.emf]（トン） 前年比（％） （百万円） 前年比（％）

平成19年 3,335,488 6.7 900,541 8.2

20年 3,208,819 -3.8 898,037 -0.3

21年 2,220,000 -30.7 628,500 -30.0

22年１～９月 2,142,000 39.8 604,123 38.5

（トン） 前年比（％） （トン） 前年比（％）

平成19年 299,947 13.0 218,895 8.5

20年 301,046 0.4 215,210 -1.7

21年 233,906 -22.3 160,401 -25.5

22年 325,108 39.0 203,788 27.0

ねじ生産高の推移

資料：社団法人  日本ねじ工業協会

（注）21年以降、生産統計の見直しが行われており、

鉄鋼製ねじ輸出入高の推移

　　　21、22年は同協会による概算値。

重　　量 金　　額

輸　　出 輸　　入

資料:財務省『貿易統計』

（注）統計品別表の品目コードは「7318」。

　　　22年値は速報値。
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